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〈はじめに〉
平成24年度診療報酬改定にて当院は3群に分類されたことを受け、
次期診療報酬改定に於いて2群に分類されることを目標とする活動
が開始された。
活動の内容はDPCデータの活用により、基準を充足できなかった
「診療密度」、「手術1件当たりの外保連手術指数」の数値改善である。
これまでの経過について報告する。
〈方法〉
「診療密度」では平均在院日数の短縮が最も有効であると分析し、「退
院調整部門の早期介入」により密度の向上を目指した。実行にあたっ
ては総合評価加算に加え退院調整加算を算定した。
「手術1件当たりの外保連手術指数」では外保連評価の低い手術の外
来移行が有効と分析し、「白内障手術等の外来移行」により指数の
向上を目指した。
〈結果〉
次期診療報酬改定で当院が2群に分類されるか不明であるが、要件
の数値改善では一定の成果を得ている。
「退院調整部門の早期介入」が功を奏し、平成23年度14.3日であった
平均在院日数が平成24年度は13.6日に短縮し「診療密度」は当院の
試算で1,500円程度上昇した。
「白内障手術等の外来移行」が順調に進み、「手術1件当たりの外保
連手術指数」は当院の試算で17.0を越えた。
〈考察〉
以前は算定漏れの発見にDPCデータを活用していたが、今回の活動
では「患者さんの必要とするサービスの早期提供」、「入院の必要度
が低い手術患者さんの外来対応」の推進に活用した。結果として生
じた空床にはより多くの緊急入院患者受け入れが可能となり、「病
床の効率的運用」が促進された。今後もDPCデータの有効活用によっ
て患者満足度が高く、より質の高い患者サービスを提供する為、職
種を越えた改善活動を継続的に病院全体で行う必要がある。
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【はじめに】前回我々は、「テナント方式（業務の院内取引）」と
いう概念を採用した、DPCデータを利用した原価計算ソフト
(MedicalCode、以下「MC」)の導入経験について報告した。現在
当院では、より高水準の経営改善を目指し、MCから得られたデー
タを経営資料の一部として活用している。今回はその中で、MCと
DPC分析ソフト（EVE）とを組み合わせて症例損益分析を行った事
例及び、DPCデータとMCを利用し、A診療科の入院部分における
採算性に関する検討を行った事例について報告する。
【方法】症例損益分析では、EVEとMC各々から同一症例データをダ
ウンロードし、日毎のDPC収入・出来高収入・費用・損益を計算・
比較した。また、A診療科の入院部分採算性検討では、入院期間ご
との日当点をMCから算出した固定費と比較して、損益状況の指標
とした。
【結果】EVEでは、DPC包括と出来高を比較し、DPC制度下での増
収/減収を利益の指標にしてきた。MC導入により、対出来高で増収
であるが低利益である症例や、逆に対出来高で減収だが利益は確保
している症例の存在を明らかにすることができた。また、DPC入院
期間別の採算性について検討し、病院幹部へ情報提供を行った。そ
の結果、病床数を縮小する決定の判断を支える資料となった。
【まとめ】DPCデータを利用した原価計算では、診療科のみならず、
MDC別・DPC別など様々な切り口での原価分析が可能となる。こ
のことは、従来型の階梯式原価計算では把握することが難しかった
種類の経営改善ポイントを発見するのに有効であると考えられる。
今後は、コメディカル部門の採算性や時系列分析など、さらに多面
的な分析を行っていきたい。
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【はじめに】新棟建設に伴い、約100万冊に上る紙の診療記録（以下、
紙カルテという）の院内保管ができず、外部倉庫へ預託したことを
機に平成16年に電子カルテを導入以来長年の懸案事項であった紙カ
ルテの運用を停止した。運用変更に伴って業務内容が大きく変化し
たことで、職員の意識改革および業務改善が図れたので報告する。
【取り組み】電子カルテ運用にあたり問題となっていたスキャン分
類を再整理し、「スキャンによる電子化に関する運用管理規程」を
策定し、正確なスキャナー取込みを徹底した。スキャナー取込み後
の原本は補助ファイルを作成し当課で一元管理することとし、平成
25年1月から診察時の紙カルテの出庫停止を行った。
【結果】一部の医師からの反発はあったものの、大きな混乱も無く
運用を変更できた。これまで当課では、紙カルテの貸出・返却業務
および入院診療記録のスキャン業務に3.5人／日を配置し、午前中は
常時2人で紙カルテを抽出し各科外来へ送達を行っていたが、運用
変更したことでスキャン業務に2人／日、補助ファイル作成管理に1.5
人／日にすることができた。更に、コーディング担当者も、電話に
よる出庫依頼対応に時間を取られず登録・統計業務へ専念できるよ
うになった。
【まとめ】職務内容を変更したことで、外来の紙カルテ出納業務が
無くなった外来受付では、人員削減が可能となり経営改善に繋がっ
た。当課ではメッセンジャー業務から責任ある診療記録管理業務へ
の変更により、新たに診療情報管理士資格取得を目指す者が増え、
院内がん登録実務者研修会などの勉強会へ積極的に参加するように
なった。職務内容変更により意識改革が促されたものと考える。
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